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総合物流における情報通信技術開発について

株式会社MTI 技術戦略グループ

石澤 直孝
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物流はどのように
進化していくのだろうか？

総量管理から、個体管理、さらに利用単位管理へ

物理的な輸送・保管サービスから、
情報通信サービスに

物流管理→生産管理・販売管理との連携

輸送・保管→流通加工、資金調達（動産担保融資等）等
ＰＯＳ(Point of Use)→ＰＯＵ(Point of Use)
サプライチェーンマネジメント→バリューチェーンマネジメント
等・・・
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個体管理への要請（例：食の安全）

牛である
↓

松坂牛である
↓

●●農場の松坂牛である
↓

▲▲年■■月に●●農場から
出荷された牛である

↓
個体番号××××の牛である
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ｎ

１

１ ｎ

サービス
粒度

サービス
対象

所有者
Owner

利用者
User

輸送機器

コンテナ

パレット

ケース

パッケージ

個体

【貨 物】 【場 所】

港・事業所

ヤード・ベイ

倉庫内エリア

エリア内ポイント

総量管理から個体管理さらに、利用単位管理へ

総量管理

個体管理

利用単位管理
家族別個配サービス
VMI
シェアリング

製品遡及性トレーサビリティ
ピンポイントデリバリー
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従 来

不在
伝票

受荷主が不在の場合、
宅配業者により
不在伝票が軒先に
添付される。

不在であることを
知らしめてしまうため
安全性に問題あり

利用イメージ

サービスセンター

②サービス
センターに
不在登録

①場所コードを
携帯端末
で読取り

③通知・照会

共通規格の場所コードを利用することにより
不在伝票を利用することなく、安全に
不在による未配送・一時預かりを通知できる

現状においては、家屋単位の配送しかできない

鈴木家

鈴木（妻） 鈴木（夫）

鈴木（娘） 鈴木（息子）

同じ家屋に住んでいる、各個人に
個別に配送サービスを提供できる

利用単位サービスへの要請（例：宅配サービス）
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各地域のＧＤＰと物流コスト

北米 物流費 1,137.1

ＧDP         10,779.8

10.5%

ヨーロッパ 物流費 870.1

GDP       7,878.7

11.0%             

アジア 物流費 824.0

GDP  7,023.6

11.7%

南米 物流費 94.1

GDP   1,089.3

8.6%
（2007年 億米ドル)

8.6~11.7%
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アジア －北米

24,300百万RKT
欧州－北米

16,000百万RKT

（IATA 2002年）

アジア －欧州

26,000百万RKT

アジア域内 10,200百万RKT欧州－アフリカ

3,700百万RKT

欧州－中近東

3,600百万RKT

アジア域内

2,000万 TEU

アジア → 北米

1,300万 TEU

北米 → アジア

500万 TEU

アジア → 欧州

900万 TEU

北米 → 欧州

200万 TEU

中南米発

600万 TEU

中南米向

400万 TEU

主要航路は

①アジア域内

②アジア→北米

③アジア→欧州

海上荷量の規模は、航空の約280倍 航空物2300万トン、海上貨物65億トン (*概算）

主要航路は

①アジア→欧州

②アジア→北米

③北米→欧州

海上貨物

航空貨物

欧州 → アジア

400万 TEU

欧州 → 北米

300万 TEU

海上コンテナ輸送数量 全世界 6,600万 TEU/年

（Global Insight 2004年）

国際物流の規模 海上貨物と航空貨物
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過去20年の世界海上コンテナ輸送量の変遷
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出典：PIERS/JOC

中国・香港発

70%

総合物流は、成長産業
日本市場のシェアは過去20年で激減（過去20年で３７％→７％以下に）
総合物流業者にとって主戦場は海外に

日本発

7%

アジア発北米向け海上コンテナ輸送量の変遷
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1970年代

日本で製造された製品が海外に向けて

輸出されていた

国内工場

1980年代
1980年代から、大規模な市場への

生産拠点の移転が合いつぐ

日本製造業の本格的な海外市場進出

生産拠点の海外移転

海外生産拠点海外生産拠点

海外生産拠点

海外生産拠点

1990年代以後

海外生産拠点海外生産拠点

• 消費地生産から、最適地生産による世界分業体制に

物流業はより複雑に、グローバルに、

すべてのモード（陸運、海運、空運）を提供する時代に

→総合物流サービスのニーズの高まり

個品輸送ニーズの変遷 （事例：日系製造業）
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総合物流サービス業者に求められる資質

①ワールドワイドサービスの提供
②陸、海、空すべての物流サービスの提供
③元請けとして、他の物流会社を総合管理
④お客様のニーズを分析し、物流戦略を提案
⑤強固な財務基盤
⑥すぐれた情報通信技術の保持

部品・資材生産拠点
製品生産拠点
販売・流通拠点

製品生産

部品・資材生産 流通・販売

生産から販売まで、ドアからドアまで
サプライとデマンドの同期化を実現してムダを排除し
物流の全体最適を担うサービス

総合物流サービス

世界的な最適地分業体制
のもと、輸送モードを問わず
多頻度・小ロット輸送ニーズの高まり

求められる資質

顧客ERPとの

データ交換
ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ
ｼｽﾃﾑ

貨物履歴
管理ｼｽﾃﾑ

倉庫管理
ｼｽﾃﾑ

総合物流サービス業者（Logistics Integrator)
情報通信分野に大型投資（売上の5～10%相当）

輸送部材
管理ｼｽﾃﾑ

通関業務
支援ｼｽﾃﾑ

船舶(航空)
運航ｼｽﾃﾑ

営業支援
ｼｽﾃﾑ 等
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日本郵船グループ
の事業戦略変遷

生産から販売まで
ドアからドアまで
サプライとデマンドの同期化
を実現してムダを排除し
物流の全体最適を担うサービス

●創業（1885）～第２次世戦後

●1960年代～70年代
日本高度経済成長期 （産業構造の変化）
石油 / 鉄鉱石,自動車,LNG…
輸送需要の拡大
コンテナリゼーション

外航定期航路網の拡充

定期船会社から、総合海運業へ

●1980年代後半～1990年代初頭
1985年プラザ合意
製造業の海外生産移転～国際分業体制
グローバルな総合ロジスティックの時代へ

海運業から、総合物流業へ

総合物流サービス
求められる資質

①ワールドワイドサービスの提供
②陸、海、空すべての物流
サービスを提供

③元請けとしの総合管理能力
④お客様のニーズを分析し、
物流戦略を提案できる能力

⑤強固な財務基盤
⑥高度な情報通信技術

●総合物流サービスとは

●求められる資質

製品生産
部品・資材生産 流通・販売

総合物流業の
情報通信分野における課題

課題（１）貨物

課題（２）輸送部材

課題（３）物流施設

販売の要請（デマンド）に同期化
したきめ細かい輸送（サプライ）

多数・多様な関係者間の連携と
貨物の“見える化“

・在庫・保有/紛失状況、利用回転率

･減耗率の“見える化”と高度化

貨物の輸送ニーズに同期化し
た輸送部材利用

現場施設の利用回転率・
生産性向上と現場内の貨物・
輸送部材の位置の見える化

貨物の輸送ニーズに同期化
した物流現場利用

総合物流業の情報通信分野における課題
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5.工程 Arriving

2. 輸送部材
コンテナ、パレット.., etc.(GIAI)

3. 場所 Container Yard(SGLN)

4.時間
17.02.2008  08:46:00  UTC+1 

1. 貨物 GTIN...etc

6.取引企業、作業者
Company,Contractor...etc

物流を構成する６つの基本情報を効率よく、適切に扱えるようにすること

総合物流における情報通信技術の役割
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個品
（Layer0)

パッケージ
（Layer1)

カートン・通い箱
（Layer2）

パレット
（Layer3）

コンテナ
（Layer4）

輸送機器
（Layer5）

生産

包装

積替

保管

積替

出荷

陸送

船積荷役

海上輸送

船揚荷役

通関

通関

陸送

開梱

検品

保管

配送検査

販売

生産工場 倉庫→陸送 港湾ターミナル 海上輸送→港湾ター
ミナル

倉庫→配送センタ 陸送→販売店舗

貨物・
輸送部材

物流施設
・環境

物流プロセス（工程）

情報システム（IS) 生産メーカーA社 倉庫会社E社 ターミナルI社 海運K社 通関O社 配送R社

生産メーカーB社 倉庫会社F社 ターミナルJ社 海運L社 通関P社 配送S社

生産メーカーC社 倉庫会社G社 ターミナルJ社 海運M社 通関O社 配送T社

生産メーカーD社 倉庫会社H社 ターミナルI社 海運N社 通関Q社 配送U社
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多数のプレーヤーが、国や地域を越えて登場するため、
輸送中の関係者間の連携、情報の共有化・貨物の“見える化”が難しい
⇒共有すべき情報 （荷主、荷量、荷姿、動静情報、契約情報等）

課題（１）貨物①関係者間の貨物情報の共有

Warehouse Container
Yard VesselFactory Custom

Clearance
Distribution
Center StoresOverland

Transport
A社

B 社

C 社

D 社

E 社

F 社

G 社

H 社

I 社

J 社

K 社

L 社

M 社

N 社

O 社

P 社

Q 社

R 社

Q 社

R 社

S 社

T 社

U 社

V 社

保管 港湾荷役 海上輸送生産 通関 配送 販売陸送
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輸送中に、貨物の荷姿が多様に変化するため、単一の認識方法
（たとえばバーコードのみ）では、すべてを網羅して認識することができない。

ｂ

個品
（Layer0)

パッケージ
（Layer1)

カートン・通い箱
（Layer2）

パレット
（Layer3）

コンテナ
（Layer4）

輸送機器
（Layer5）

課題（１）貨物②輸送中に変わる荷姿
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多種・多様な輸送部材が、高速・大量に利用されているため、
在庫・利用状況などを把握しづらく、輸送ニーズに対して過不足のない利用が難しい

課題（2）多種多様な輸送部材

貨物

伝票

通い箱

ﾊﾟﾚｯﾄ

製造業用
輸送ﾓｼﾞｭｰﾙ

ﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽﾊﾟﾚｯﾄ

台車

ﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸﾞ

海上ｺﾝﾃﾅ

航空ｺﾝﾃﾅ

数量推定値（概算）

通い箱

〔国内〕〔国際〕

3億4000万7600万
*日系自動車

産業のみ3億２00万

1900万*
全世界累計

所 有
〔荷主〕〔物流

会社〕

管 理
〔物流
会社〕

〔荷主〕

利用形態

片道

反復利用

個体認識

○

×
×

×

×
△

△

○

○

○

改善課題

数値・事実に基づく
管理ができない

・在庫状況
・保有/紛失状況

・利用回転率
･減耗率
がわからない

取引先を含む管理
責任部門（者）が不
明確

備品・経費
として

現品貨物
として

資産
として
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物流施設が広大で、複雑なため、施設内に貨物・輸送部材・機器がどこにどれだけあるか、タイムリー
に把握することが難しい。国や地域によって普及している場所情報インフラが異なり、また、
多種多様な工程に、多くの関係者が関与するため、場所情報を共有することが難しい。

改 善 課 題

屋内高速 屋内低速屋外高速 屋外低速

複雑で広大な環境

保管 荷役 海上輸送生産 通関 納品陸上輸送出荷

多種・多様な工程・関係者

A社 B社 C社 D社 E社

一つの工程・現場に複数の関係者が関与

国や地域によって異なる場所情報インフラ（郵便番号、住所など）

課題解決のための方策

物流現場において、
場所情報を過不足なく
認識できる自動認識技術

物流現場において、
場所情報を過不足なく
認識するための運用ノウハウ

運用ノウハウを、国・地域
工程を問わず、関係者間で
相互運用するために必要な
場所に関する共通コード

課題（3）多種多様な物流現場
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10. AMS data submit 
to Carrier

1. Order to Shipperシッパー

4. Booking Shipping Order

8
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7. 
Carg

o/
Empty
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荷受人
シッパー
Shipper

Vendor Consignee

フォワーダー
Forwarder

2. P/O

Carrier        
船会社

3. Confirm CFS/CY schedule

5. Prepare for the export customs 
clearance docs

Custom
Office

6. export customs Clearance

トラッカー

Delivery   
13. Container pick-up from 

terminal/load

11. Container load plan

9. AMS data transmit 
(Container loading)

12. customs Declaration

14. 
Departure

Terminal ターミナル

【補足】 国際物流に関わる諸手続き 複雑
地域／商品毎に物流業務のプロセスが異なるし、それぞれのプロセスが複雑である。
そのようななか、新たな制度ができつつある（AEO,C-TPATなど・・・）
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個品
（Layer0)

パッケージ
（Layer1)

カートン・通い箱
（Layer2）

パレット
（Layer3）

コンテナ
（Layer4）

輸送機器
（Layer5）

保管 荷役
海上
輸送

生産 通関 配送 販売陸送

課題（３）物流施設

保管
港湾
荷役

海上
輸送

生産 通関 配送 販売陸送出荷
流通
加工

積替

総合物流のための情報通信技術 課題のまとめ

貨物、輸送部材、物流施設、物流工程、制度、物理的な距離、関係者など、
レベル・性質の異なる多様性が、総合物流サービスを難しくさせている。

屋内
高速

屋内
低速

屋外
高速

屋外
低速

課題（１）貨物

課題（２）輸送部材

多様な荷姿、輸送部材 各々のサイズ（容量/重量）、取り扱い数量、速度も多様

多様な工程 多数の関係者

国・地域によって異なる制度
物理的な隔たり（時間、空間）

多様な物流施設 複雑で広大な環境
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お客様の物流の全体最適と
個別対策のために、

貨物と貨物を運ぶ輸送部材が、

どこの国の、どんなに複雑で
広大な物流現場にあっても
会社と工程の垣根を越えて

いつでも、
どのような状態になっているか、

仕事をするための仕掛けから
自然にわかる技術

総合物流が求める
情報通信技術

情報技術が
克服すべき課題総合物流サービス

①全世界でサービスを提供できる
②陸、海、空すべての
物流サービスを提供できる
③元請けとして、他の物流会社を
総合管理できる
④お客様のニーズを分析し、
物流戦略を提案できる
⑤強固な財務基盤がある
⑥高度な情報通信技術を
保持している

●求められる資質

生産から販売まで
ドアからドアまで
サプライとデマンドの同期化
を実現してムダを排除し
物流の全体最適を担うサービス

●総合物流業とは

製品生産
部品・資材生産 流通・販売

課題に対する方策

国・地域によって異
なる多様な制度

物理的な距離

①自動認識デバイス
どのような荷姿、
物流環境であっても
認識し、データとして
収集できる自動認識技術

（ﾊﾞｰコード,RFID、OCR、

センサーネットワーク 等）

②ネットワーク技術
*アプリケーションを含む

収集した情報を、
世界的な規模で
集め→保管し→繋ぎ→検索し
→整理する 技術

③共通コード
不特定多数のプレーヤーが
参加しても情報を共有化するた
めに、貨物、輸送部材、プロセス
位置情報に関する
世界的な共通コード

課題のための対策
①自動認識デバイス ②ネットワーク技術 ③共通コード

（１）貨物
・多様な荷姿の認識
・多数の関係者間の

情報共有

（２）輸送部材
・多様な荷姿の認識

（３）物流施設
・広大で複雑な環境
における位置認識
・多様な現場環境
における位置認識
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通信距離0.1 ｍ 1 ｍ 10 ｍ 100 ｍ 1000 ｍ

個品レベル ケースレベル パレットレベル コンテナレベル 輸送機器レベル

同
時

読
み

取
り

個
数

さまざまな自動認識デバイスを適材適所に使い分ける総合的な技術開発が必要

対策①自動認識デバイスの活用

単価

高 少

多

パッシブ型ＩＣタグ

センサー
ネットワーク

格納情報

バーコード/光学
認識

適用範囲

安

アクティブ型ＩＣタグ

少

多

OCR

センサーネット

10文字

200文字

4,000文字

（数字・アルファベット）

5円

5,000円

10,000円
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＋
センサー

送信機

その他回路

ICチップ

アンテナ

電 池

パッシブ
ICタグ

アクティブ
ICタグ

基本構造 主な機能面における長所

メモリ容量が大きい（96～128ｂｉｔ）ため、モノ、場所
をきめこまかく個体管理するために必要となる
長大なコード番号を格納できる。

情報を変更・追記することができる

電波を利用するため、遠隔から、高速に、同時複数
のモノを認識することができる。

センサーを利用することより、ＩＣタグ単位で商品
・貨物の輸送環境（衝撃、温度、湿度、明るさ 等）
を計測できる。

異常を感知したら、知らせる・記録することができる。

【補足】 ICタグ（RFタグ）の構造
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読取精度
などの
性能向上

低価格化

標準規格
の確立

【輸送部材・機器】

・資産管理
・在庫管理
・購買管理

複数社間の相互運用拠点内・社内における運用

【物流施設】

【貨物・商品】

【貨物・商品】
・サプライチェーンマネジメント

（全工程を通じた需要と供給の同期化の精度向上）

・トレーサビリティ（商品遡及性）の向上
・セキュリティ対策への寄与

・在庫管理
・品質管理

・ﾛｹｰｼｮﾝ管理
・作業指示管理
・入退場管理

【補足】 ICタグ（RFタグ）の物流分野におけるメリット



Monohakobi
Technology Institute
Monohakobi
Technology Institute

25
© Copyright 2006

Monohakobi Technology Institute25 © Copyright 2009
Monohakobi Technology Institute

電子シール
（セキュリティ管理用）
ISO 18185

コンテナ識別用
ISO 10374. 2

電子情報技術産業協会殿資料を参考

サプライチェーン管理用
ISO 17363

【補足】 物流用ＩＣタグ （海上コンテナ用）
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対策②ネットワーク技術

製造者 物流業者通関業者 輸入者

A 社IS

A社

B社

B 社IS C社IS

C社 D社

D社IS

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-B

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-C

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-D

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-D

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
A-B

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
B‐C 

A 社IS B 社IS C社IS D社IS

×

× ×

×

共通規格 共通規格 共通規格 共通規格

○

○

○

○ ○

○ ○ ○

○=情報の共有が可能
×=NG

貨物情報の共有の現状と課題 対 策

●各プレーヤーの事業領域 →情報は蒐集され、管理され

ている

対 象 領 域

●物流を構成するすべての領域 →情報は共有されていないか

各プレーヤーの情報システム

の連携に莫大なコストがかかる

対 策

物流関係者間で貨物情報を共有するためのネットワーク技術

および共通規格の普及

物流関係者間で情報を共有するための共通のネットワーク技術と共通規格の普及が必要
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【補足】物流用共通コード（場所コードの課題）

海域・空域

国・自治区

地方行政区（都道府県・市町村）

郵便番号

町字コード

UNコード

GLN 事業者・場所の所有者に

発番される場所コード

場所の利用者に（所有者の了解
のもとに）発番される場所コード

０

レイヤー・階層

１

２

３

４

５

６

７

絶対位置情報

緯度・経度・標高

紐付け
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【補足】物流用共通コードの現状（例：貨物）

Shipper
(Consignor)

Consignee

3PL

Shipping
Line

Purchase 
Order

Truck 
Company

CY
Operator

Customs
Office

Booking 
Number

Vanpool
Operator

Delivery  
Order 
number

Container 
management 
number

Export 
Planning

Booking

Container 
Pick-up

Booking 
Number

Booking 
Number

Container 
Number

Vanning

C/Y 
Gate-In

Booking 
number 
and/or 
Container 
Number

Invoice 
number 
and 
Packing 
list

S/I 
Number

Export 
manage
ment 
number

Export 
Clearance

B/L 
Delivery

B/L 
Number
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【補足】物流用共通コードの現状（事例：GSINの課題）

WCOではUCRは10年間ユニークであることを要求

課題：現状のAI 402のコード長で10年間ユニークを担保できるのか

（WCOでは32桁以内と規定：EDIでの利用を想定）

N17N16N15N14N13N12N11NIDN9N8N7N6N5N4N3N2N1204

Chec
k 
Digit

Shipper ReferenceGS1 Company Prefix

Shipment Identification NumberApplication
Identifier

Note: N9 can be used as company prefix extension too.
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MTIが開発したサービスモデル

SY
NE
RG
Y!

SY
NE
RG
Y!

SYNERGY!

倉庫内ロケーション管理サービス

Ｘ完成車輸送品質管理サービス

Warehouse Container
Yard Vessel WarehouseFactory Container

Yard
Distribution
Center Stores

輸送部材管理サービス

SYNERGY!

一貫輸送管理サービス

完成車輸送管理サービス
B

A D

: 実ビジネス化

: 実証実験中

C

E
SYNERGY!

Ｆ 動産担保融資支援物流サービス
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: ソリューション・システム

: コンサルティング・調査

: 実証実験

通い箱管理システムを提供

RFIDシステムの導入計画と物流シ
ステムプロバイダーの選定に関す
る業務委託

アジア域内の工場間
の通い箱の輸送・在庫
管理実験用システムの
開発業務委託

海外用貸出し携帯電話
の資産管理実証実験

輸送部材在庫管理システムと
アクティブICタグを提供

-造船所入退場管理および
塗料資産管理システムを提供

完成車用輸送品質管理
システムの実証実験

KDラック管理用ICタグ
に関する実証実験

医薬品の配送・庫業務分析
コンサルティング

倉庫内ロケーション管理システム
を提供

自動車メーカーA社

電器メーカーB社

造船メーカーC社

医療機器メーカーD社

自動車メーカーE社

造船メーカーG社

通信サービスH社

自動車部品メーカーI社

化学メーカーJ社

物流サービスF社

輸送部材管理用ICタグ
に関する実証実験

お客様へのサービス提供
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ありがとうございました


